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平成 26 年 3 月 14 日 

国 土 交 通 省 

 

社会資本の維持管理に係る研修の充実・強化について 
 

   

我が国においては、高度経済成長期などに集中的に整備された社会資本ストックが、

今後急速に老朽化することが懸念されております。 

このため、国土交通省では確実な維持管理が行えるよう、従来の取組みに加え、来年

度より実務的な点検の適切な実施・評価に資する研修体制を充実・強化することとしま

した。 

また、技術者不足が指摘されている地方自治体等への技術的支援の一環として、この

研修への地方自治体等職員の参加を呼びかけることとします。 

なお、技術事務所等での養成目標人数（研修の規模）は、道路分野５千人、河川分野

１千人、港湾分野７百人です。この目標は、５年間で国の出先機関で必要な研修生に加

えて、全ての地方自治体等から１名以上の研修員を受け入れる枠を確保するものです。 

 

※研修の体制について 

○対象分野：道路、河川、港湾、空港 等 

○対象者 ：施設の所有・管理者（国、都道府県、市区町村等） 

○実施機関：各地方整備局の技術事務所、北海道開発局、国土技術政策総合研究所、 

国土交通大学校 等 

 

※技術事務所等での研修内容について 

 ■道路、河川分野に関しては、各地方整備局等の技術事務所等を利用した全国的な研

修体制を敷くことで、維持管理に係る能力を特に強化 

○テキスト：科目別に全国統一テキストを作成（国土技術政策総合研究所、(独)土

木研究所等、各分野を代表する研究機関が監修） 

○カリキュラム：維持管理の実務面に重点（フィールドワークを重視） 
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○今後５年間での養成目標人数（全国の合計）： 

  ・道路構造物管理実務者研修 約５千人※※ 

・河川管理実務者研修 約１千人※※ 

 

※国土技術政策総合研究所での研修内容について 

 ■港湾分野（海岸保全施設を含む）に関しては、国土技術政策総合研究所において全

国の国及び港湾管理者の職員を対象にした研修の実施をもって、維持管理に係る能

力を特に強化 

○テキスト：施設・構造別に点検手法等にかかるテキストを作成（国土技術政策総

合研究所、(独)港湾空港技術研究所等が監修） 

○カリキュラム：維持管理の実務面に重点（フィールドワーク、演習を重視） 

○今後５年間での養成目標人数（全国の合計）： 

  ・港湾における維持管理の研修 約７百人※※ 

 

※※ 養成目標人数は、地方整備局等の受け入れ可能人数を合計して算出 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 
総合政策局 公共事業企画調整課 調整官 竹村（全体とりまとめ） 

TEL：03-5253-8111（内線：24543）、室直通：(03)5253-8912 
大臣官房 公共事業調査室 係長 吉井（全体とりまとめ） 
TEL：03-5253-8111（内線：24296）、室直通：(03)5253-8258 

都市局 公園緑地・景観課 企画専門官 鈴木（公園） 
TEL：03-5253-8111（内線：32942） 

水管理・国土保全局 河川環境課 河川保全企画室 企画専門官 笠井（河川） 
TEL：03-5253-8111（内線：35462） 

水管理・国土保全局 下水道部 下水道企画課 課長補佐 石原（下水道） 
TEL：03-5253-8111（内線：34122） 

道路局 国道・防災課 道路保全企画室 課長補佐 寺沢（道路） 
TEL：03-5253-8111（内線：37852） 

港湾局 技術企画課 専門官 齋木（港湾） 
TEL：03-5253-8111（内線：46535） 

航空局 安全部 空港安全・保安対策課 専門官 猪岡（空港） 
 TEL：03-5253-8111（内線：49513） 


